公共施設管理ボランティア支援（アダプトプログラム）事業運営要綱

制　　定　平成14年４月２日決裁　　　 

一部改正　平成15年４月１日決裁　　　 

一部改正　平成18年12月１日決裁　　　

  一部改正　平成28年野々市市告示第88号 

（平成28年７月１日）　　　 
　　　　　　　　　　　　一部改正　令和２年野々市市告示第７号　 
（令和２年２月３日）　　　　

（事業の目的）

第１条　公共施設管理ボランティア支援事業（以下「事業」という。）は、公共施設（別表に掲げる施設をいう。以下同じ。）を利用する住民と管理する行政が一体となって公共施設の維持管理に係る活動等（以下「活動」という。）を行い、環境の保全を図るとともに、あわせて生活環境に対する住民意識の高揚を図ることを目的とします。

（参加資格）

第２条　事業に参加することができる者は、団体又は企業（以下「団体等」という。）とします。

２　前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに掲げる団体等は、当該事業に参加できないものとします。

（１）公の秩序又は善良の風俗を害する行為を行う団体等

（２）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）及び野々市市暴力団排除条例（平成24年野々市市条例第13号）に規定する暴力団その他反社会的団体又はそれらに関連すると認めるに足りうる相当の理由のある団体等

（３）その他市長が不適当と判断した団体等

（参加手続き）

第３条　事業に参加しようとする団体等は、アダプトプログラム参加申込書（別記様式第１号）を市長に提出し、参加者の登録をするものとします。
２　活動内容及び活動を行う区域（以下「区域」という。）については、市と協議のうえ、決定するものとします。
３　団体等は、確認事項等についてアダプトプログラム合意書（別記様式第２号）を結ぶものとします。

（参加者の活動）

第４条　事業に参加する団体等（以下「参加者」という。）は、前条第３項の規定により市と取り交わした合意書に基づき活動を行い、環境の保全に努めるものとします。

２　参加者は、市との協議により定められた頻度の活動を行い、かつ３年以上継続するものとします。

３　活動により収集したゴミは、市で決められた方法で分別し、処理方法については市と協議をし、処理することとします。

４　参加者は、活動にあわせて他の目的を持つ活動を行わないものとします。

５　冬期の活動により雪を排雪する場合は、市が定めた雪捨場へ運搬するものとし、運搬方法については市と協議するものとします。

（活動計画及び報告等）

第５条　参加者は、あらかじめアダプトプログラム活動計画書（別記様式第３号）を市長に提出するものとします。

２　参加者は、活動後には遅滞なくアダプトプログラム活動報告書（別記様式第４号）により活動状況を市に報告するものとします。

（安全の確保）

第６条　活動に係る安全対策については、参加者において責任をもって対処するものとします。

２　15歳以下の者が参加する場合は、保護者の参加を必要とするものとします。

３　参加者は、公道において各種車両（以下「車両」という。）を用いて活動を行おうとするときは、次に掲げる事項を遵守することとします。

（１）車両に対して継続検査を受け、かつ、対人及び対物に係る任意保険に加入すること。

（２）道路交通法（昭和35年法律第105号）第77条に規定する道路の使用の許可を受けること。

（３）車両の前後に誘導員を配置すること。
（参加者への支援）

第７条　市は、参加者の活動に対し、予算の範囲内で次に掲げる支援措置を行うものとします。

（１）区域に参加者の名称等を示す看板をたてること。

（２）報道機関等に対して、参加者の活動状況についての資料提供を行うこと。

（３）その他参加者の活動が円滑に行えるような支援を行うこと。
（登録の抹消）

第８条　市は、次の各号のいずれかに該当するときは、参加者の登録を抹消することができます。

（１）参加者がこの要綱の規定に違反したとき。

（２）他の参加者の活動に迷惑を及ぼすおそれがあるとき又は事業の運営に支障をきたすとき。

（３）参加者がアダプトプログラム参加辞退届出書（別記様式第５条）を市長に提出し、市長がこれを受理したとき。
（事務の処理）

第９条　事業の事務処理は、それぞれの公共施設の管理担当課が行うものとします。

（その他）

第10条　この要綱に定めるもののほか、事業に関し必要な事項は、市長が別に定めます。

　　　附　則

　この要綱は、平成14年４月２日から施行する。

附　則

１　この要綱は、平成15年４月１日から施行する。

　　（経過措置）

２　この要綱の施行の際現にこの要綱による改正前の「林口用水遊歩道」ボランティア支援（アダプトプログラム）事業運営要綱第３条の規定により登録し、及び合意書を結んだ者は、この要綱による改正後の公共施設管理ボランティア支援（アダプトプログラム）事業運営要綱第３条の規定により登録し、及び合意書を結んだ者とみなす。

　　　附　則

　この要綱は、平成18年12月１日から施行する。

　　　附　則

　この要綱は、平成28年７月１日から施行する。
　　　附　則

　この要綱は、令和２年４月１日から施行する。
別表（第１条関係）

	（１）市道

（２）河川、雨水幹線及び用水路に設けられた自転車歩行者道で市が管理する施設

（３）都市公園


別記様式第１号（第３条関係）

アダプトプログラム参加申込書

	団体・企業名
	

	代表者氏名
	

	代表者住所
	

	電話番号（FAX）
	（ FAX　　　　　　　　）

	活動内容
	

	活動を行う区域　
	第1希望
	

	
	第2希望
	

	その他
	


※登録にあたっては、別に定める確認事項（合意書）に代表者の記名押印をしていただくことになります。

別記様式第２号（第３条関係）
アダプトプログラム合意書
この合意書は、公共施設管理ボランティア支援（アダプトプログラム）事業運営要綱（以下「要綱」という。）第３条第３項の規定に基づき、野々市市（以下「市」という。）と　　　　　（以下「参加者」という。）との間で、下記の事項について合意したことを証するため、本書２通を作成し、各自１通を保有する。
１　活動の内容等
（１）活動内容は、　　　　　とする。
（２）参加者が活動を行う区域（以下「区域」という。）は、　　　　とする。
（３）活動の頻度は、　　　　　とする。
２　参加者の責務
（１）年間の活動の計画をあらかじめ市に提出し、活動後は遅滞なく活動状況を市に報告すること。
（２）活動の際には他の目的を持つ活動（チラシの配布、イベントの開催など）を行わないこと。
（３）15歳以下の者が活動に参加する場合は、必ず保護者を同伴させること。
（４）活動に係る安全対策については、市の指導に従い、参加者が責任を持って対処すること。
３　市の支援等
（１）区域に参加者の名称等を表記した看板を設置する。
（２）参加者の活動に対して必要な指導や情報提供を行う。
（３）報道機関等に対して、参加者の活動状況について広報活動を行う。
（４）参加者が活動を円滑に行えるよう、活動に必要な物品の貸与や消耗品等の購入を行う。
４　その他特記事項
（１）事業は、参加者が区域の活動を排他的に独占するものではない。他の団体が活動を行っている場合は、相互に協力しながら活動を行うものとする。
（２）市は、活動中の事故に対して賠償責任を負わない。ただし、市が活動を支援する目的で保険に加入している場合は、その範囲内での補償を行う。
（３）区域において、工事予定がある場合や天候等の状況により、本合意書による活動が進められない場合は、参加者と市の協議により、活動方針を検討するものとする。
（４）本合意書は、要綱第８条の規定により参加者の登録が抹消されない限り有効とする。
（５）参加者が要綱及び本合意書の規定に従わない場合、又は他の参加者の活動に迷惑を及ぼす恐れがある場合、若しくは事業の運営に支障をきたす場合には、市は、当該参加者の登録を抹消できるものとする。
（６）要綱及び本合意書に定めのない事項について、これを定める必要があるときは、市と参加者が協議のうえ定めるものとする。
　年　　月　　日
　　　　野々市市長　　　　　　　　　　　　　　印　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　
別記様式第３号（第５条関係）

アダプトプログラム活動計画書

	団体・企業名
	

	計画作成者
	

	活動計画
	予定時期
	作業内容及び参加人数

	
	
	

	備考
	


別記様式第４号（第５条関係）

アダプトプログラム活動報告書

	団体・企業名
	

	活動日時
	　　　　年　　月　　日（　）

午前・午後　　時　　分　～　午前・午後　　時　　分

	活動場所
	

	参加人数
	総　　数　　　　　　名

※うち15歳以下の参加人数　　　　　　名

	活動内容
	

	事故・怪我等
	

	活動について改良を要する点や気づいたこと○○○○
	

	報告日
	　　　　年　　月　　日（　）

	報告者
	


別記様式第５号（第８条関係）

アダプトプログラム参加辞退届出書

	届出者
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	活動終了予定日
	　　　　年　　　　月　　　　日

	参加辞退理由
	


